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京都府国民保護計画（素案）の概要について

１ 計画策定の背景

○ 平成１５年６月 我が国に対する外部からの武力攻撃に対処するための基

本的事項を定めた「武力攻撃事態対処法」成立

○ 平成１６年６月 武力攻撃から国民の生命、身体及び財産を保護するため

に必要な事項を定めた「国民保護法」成立

○ 平成１７年３月 国は、国民保護計画等を作成する際の基準となる事項等

を定めた「基本指針」を閣議決定、また、計画作成の参考
として「都道府県国民保護モデル計画」を提示

○ 平成１７年度中 国（各省庁）及び都道府県の国民保護計画並びに指定公
共機関の国民保護業務計画の作成

○ 平成１８年度中 市町村の国民保護計画及び指定地方公共機関の国民保護

業務計画の作成

２ 計画策定の基本的考え方

○ 計画策定の目的、府の責務

、 、世界の恒久平和の実現は京都府民共通の願いであり 平和を維持するため

国による国際協調のもとでの外交努力の継続が何よりも重要である。

府は、府民の安心・安全が脅かされるいかなる事態においても、府民の生
命、身体、財産を守る立場から、一人ひとりの基本的人権を最大限尊重しな

がら、府民の協力を得つつ、関係機関と連携し、総合的な危機対応に万全を

尽くす必要がある。

＜計画（素案） 第１編第１章から抜粋＞

○ 基本的な留意事項

「国民の権利利益の迅速な救済 「府民に対する情報提供 「関係機関相互の」 」

資料１
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」「 」「 」連携協力 府民の協力 指定公共機関及び指定地方公共機関の自主性の尊重

「高齢者、障害者等への配慮 「国際人道法の的確な実施 「国民保護措置に従」 」
事する者等の安全の確保」に加え 「外国人への国民保護措置の適用 「観光旅、 」

行者等への国民保護措置の適用」を明記

○ 府国民保護計画は、国民保護法や基本指針に基づき、都道府県モデル計画を

ベースに策定
なお、国民保護計画に定めのない事項については、府地域防災計画等で対応

○ 京都府の地理的・社会的特性や国際観光都市を抱え、世界遺産をはじめ多数

の文化財を有する特性等を踏まえて策定

３ 計画の構成

○ 使いやすさ、分かりやすさに留意し、５編により構成、併せて、関係機関等

への連絡先や統計資料等を掲載した資料編及び事務の詳細な手順を定めたマニ

ュアルを作成
（ ）Ｐ４ 京都府国民保護計画 素案 の構成（ ） 参照

４ 特 徴

（１）様々な事態から府民の安心・安全を確保

～ 安心・安全の京都の実現 ～総合的な危機管理機能の強化

○ 武力攻撃事態等や緊急対処事態の認定前における初動体制として、武

力攻撃（テロ含む）の兆候等があった場合、直ちに情報連絡体制を構築

○ マニュアル作成に際しては、自然災害や大規模事故などにも共通して
活用できる観点から作成

（２）府内の様々な機関・団体や近隣府県との連携を強化

府内の様々な機関、団体との協力関係の構築
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○ 大学、大規模事業者、大規模集客施設、観光関連事業者など、府内の

様々な機関や団体との危機管理に関する協力関係を構築

～ 単独世帯率が全国２位府民への情報伝達体制の構築
学生や留学生が多い ～

○ コミュニティＦＭやＣＡＴＶ事業者などとの連携強化、ＩＴ等を活用

した迅速な情報提供システムの構築

～ 南北に長く、多くの高速道路等が近隣府県の連携強化
東西に伸びる地理的特性 ～

○ 近畿府県危機管理連絡会議等の活用、相互応援体制の整備（防災のた

めの相互応援協定等の見直し等 、情報の共有）

市町村との連携強化

○ 広域振興局を核とした連携体制を構築

（３）観光旅行者等及び文化財の保護に配慮

～ 国際観光都市である京都市を抱え、観光旅行者等の保護
多くの観光客が訪れる ～

○ 観光旅行者等に対する的確な国民保護措置の実施

・ 観光旅行関係団体等との連携による情報伝達体制の整備
・ 観光旅行者等への情報提供窓口の設置等による情報提供体制の構築

○ 帰宅困難な観光旅行者等に対する対策（帰宅支援活動等）を検討

～ 世界遺産をはじめ多数の文化財を有する ～文化財の保護

○ 文化財の所有者等との連携強化、被災情報の連絡等

（４）高齢者、障害者等に配慮

～ 台風２３号で高齢者等に多数の被害 ～要配慮者等への支援体制の整備

○ 高齢者、障害者等（要配慮者）への対策

・ 要配慮者への情報伝達体制・避難支援体制等の整備、安全確保等
○ 言語、生活習慣の異なる外国人への対策

・ 関係機関と連携した外国人への支援体制・情報伝達体制の整備等
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京都府国民保護計画(素案)の構成

第１章 目的、府の責務、計画の位置づけ、構成等
第１編 第２章 国民保護措置に関する基本方針

総 論 第３章 関係機関の事務又は業務の大綱
第４章 府の地理的、社会的特徴京
第５章 府国民保護計画が対象とする事態

都 基

第１章 組織・体制の整備等
府 第２章 関係機関との連携体制の整備

第３章 情報の収集・伝達・提供等の体制整備
第２編 第４章 避難及び救援に関する体制の整備民 本

平 素 か らの 第５章 生活関連等施設の把握等
備 え や 予防 第６章 物資及び資材の備蓄、整備の

第７章 国民保護に関する研修及び訓練、啓発

生 的 第８章 要配慮者等への支援体制の整備
第９章 観光旅行者等の保護

命
第１章 実施体制の確立

人 第２章 関係機関相互の連携、
第３章 警報及び避難の指示等
第４章 救援身

第３編 第５章 安否情報の収集・提供

武力攻撃事態 第６章 武力攻撃災害への対処体 権
等 へ の 対処 第７章 被災情報の収集及び報告

第８章 保健衛生の確保及び廃棄物の処理及
第９章 文化財の保護

第10章 生活の安定に関する措置び の
第11章 交通規制
第12章 赤十字標章等及び特殊標章等の交付及び管理財

第４編 第１章 応急の復旧産 尊
復 旧 等 第２章 本格復旧

第３章 国民保護措置に要した費用の支弁等の

第５編保 重
緊急対処事態
へ の 対 処護

資 料 編

マ ニ ュ アル
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京都府国民保護計画（素案）の概要

第１編 総 論

、 、 、 （ ）第１章 目的 府の責務 計画の位置づけ 構成等に関する事項 １～３頁

○世界の恒久平和の実現は京都府民共通の願いであり、平和を維持するため、国による国

際協調のもとでの外交努力の継続が何よりも重要。

府は、府民の安心・安全が脅かされるいかなる事態においても、府民の生命、身体、

財産を守る立場から、一人ひとりの基本的人権を最大限尊重しながら、府民の協力を得

つつ、関係機関と連携し、総合的な危機対応に万全を尽くす必要があることを踏まえ、

府国民保護計画を策定

○国民保護法第３４条の規定に基づき計画を策定。この際、総合的な危機管理機能の強化

の観点から、既存の危機管理に関する協定、マニュアル等の武力攻撃事態等への適用の

確認や必要な見直しを行い、活用

○府国民保護計画は、以下の各編により構成

第１編 総 論

第２編 平素からの備えや予防

第３編 武力攻撃事態等への対処

第４編 復旧等

第５編 緊急対処事態における対処

併せて、連絡先や統計資料などを記載した資料編を作成するとともに、事務の詳細な手

順を定めたマニュアルを作成

市町村国民保護計画及び指定地方公共機関国民保護業務計画は、基本指針及び府国民○
保護計画に基づき作成

○武力攻撃事態への対応と自然災害や事故との対応は共通することも多く、府国民保護計

画で定めていない事項は、府地域防災計画等で対応

第２章 国民保護措置に関する基本方針(４～５頁）

○国民保護措置を実施するに当たり、法や基本指針に記載された「基本的人権の尊重」

や「高齢者、障害者等への配慮」などの留意事項に加え 「外国人への国民保護措置、

の適用 「観光旅行者等への国民保護措置の適用」を明記」

素案（概要版）.j td
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第３章 関係機関の事務又は業務の大綱(６～９頁）

○関係機関と円滑に連携するため、それぞれの機関の果たすべき役割を明確にしておく必

要があることから、府、市町村、関係する指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方

公共機関の事務又は業務の大綱を記載

第４章 府の地理的、社会的特徴(10～11頁）

○国民保護措置を適切に実施するため、府の地理的、社会的特徴を以下の項目で記載

・概況、地形、気候、人口分布、道路・鉄道・港湾の位置等、自衛隊施設

第５章 府国民保護計画が対象とする事態(12～13頁）

○基本指針において想定されている武力攻撃事態等及び緊急対処事態の類型等の概略を記

載

特に留意する事項として、福井県の原子力発電所に対する攻撃や府域における列車・○

観光地へのテロ攻撃を記載

素案（概要版）.j td
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第２編 平素からの備えや予防

第１章 組織・体制の整備等(15～17頁)

○危機管理監において、国民保護に関する総括、各部局間の調整、企画立案等のほか、避

難施設の指定等の国民保護法の平素において行う事務を所掌。各部局等は、防災をはじ

め様々な危機管理体制の強化に関する業務と併せ、国民保護の業務を実施

○防災当直や緊急時指定職員参集制度など、２４時間対応可能な体制の確保

○国民保護措置の実施に伴う損失補償など権利利益の救済に係る手続を迅速に処理するた

め、総合的な窓口を開設するほか、権利利益に関する文書の適切な保管

○市町村は、常備消防体制との連携を図りつつ、２４時間対応可能な体制を整備

第２章 関係機関との連携体制の整備(18～21頁)

府は、国、他の都道府県、市町村、指定公共機関、指定地方公共機関その他の関係機関

と、防災・危機管理等の既存の連携体制を活用し、相互の連携の強化に努力

○国との連携

・消防庁、内閣官房、防衛庁との連携を記載

・特に、自衛隊との連携強化として、相互の連絡体制の充実、共同訓練の実施

○他の都道府県との連携

・近畿府県危機管理連絡会議等の活用

・既存の相互応援協定（災害）について危機管理・国民保護等にも対応できるよう見

直し

・避難経路、運送手段、避難施設など国民保護措置を実施するための情報の共有

※現在、近畿２府７県で、相互応援協定の見直し、緊急交通路の近畿圏内の調整な

どについて調整中

○市町村との連携

・救援等における役割分担の調整や市町村国民保護計画の協議

・広域振興局ブロック毎の「危機管理関係機関連絡会議（仮称 」の設置）

・市町村長の行うべき国民保護措置の代行に備えた事務手順の策定

○指定公共機関及び指定地方公共機関との連携

○関係団体等との連携

・自主防災組織やボランティア関係団体等との連携

・国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため、様々な機関や団体と危機管理に関する
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協力関係の構築

○マニュアルの策定

・ 自衛隊への国民保護派遣要請事務手順書 「市町村の事務代行事務手順書 「職員の「 」 」

派遣要請事務手順書」を策定

第３章 情報の収集・伝達・提供等の体制整備(22～25頁)

○地上系と衛星系の防災行政無線の整備など応急対策を実施するための非常通信を確保

○放送事業者である指定地方公共機関のほか、コミュニティＦＭやＣＡＴＶなどと連携を

強化し、府民に対する的確かつ迅速な情報提供体制の整備

○市町村との役割分担を考慮し、学校や病院など多数の者が利用する施設等を通じた府民

への警報の伝達等が実施できる連絡体制を構築（警報・・基本的には府が通知）

○市町村から報告や府自ら収集した安否情報を円滑に整理、報告及び提供できるよう、安

否情報に係る事務処理体制の整備

○市町村は、警報の伝達等住民への情報伝達体制の整備に努めることとし、安否情報や被

災情報の収集・報告に必要な準備

○マニュアルの策定

・警報等の情報の通知、伝達方法等について「情報伝達マニュアル」

・安否情報の収集・提供方法について「安否情報収集・提供に係る事務マニュアル」

第４章 避難及び救援に関する体制の整備(26～30頁)

○避難の指示や救援に関する措置が迅速かつ適切に実施できるよう、必要な基礎的資料の

整備（避難路一覧、輸送力一覧、避難施設一覧など）

○電気通信事業者や医療関係団体等から必要な協力を得られるよう、協議・連携

○運送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関の輸送力等を把握するとともに、

避難住民や緊急物資の輸送の実施体制の整備に努力

○府警察は、自然災害時の体制を活用し、住民等の避難路や緊急交通路を確保するなど、

広域交通管理体制の整備に努力

○避難施設については、市町村と連携し、地域の実情を踏まえ、災害対策基本法に基づき

指定されている施設を中心に、学校、公園、地下街等の施設を指定
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○避難施設の情報をデータベースに整理し、国、市町村、関係機関と情報の共有化

○迅速な救急・救助活動が実施できるよう、府警察・消防機関・医療機関相互の連絡・連

携体制の整備に努力

○市町村は、府や府警察等と緊密な意見交換を行い、複数の避難実施要領のパターンをあ

らかじめ作成

○マニュアルを策定

・避難誘導支援マニュアル

・多数の負傷者発生時の対処マニュアル

・救援実施マニュアル（救援の実施方法、医療の実施の要請、救援の際の物資の売渡し

等に係る事務手順書）

第５章 生活関連等施設の把握等(31～33頁)

○府内に所在する生活関連等施設（国民生活に関連を有する施設（ダム、発電所、鉄道施

設等）や危険物質等（火薬類、毒劇物等）の取扱施設等）の状況を把握するとともに、

府警察、舞鶴海上保安部等と緊密な連携の確保

○府警察・舞鶴海上保安部等と連携し、生活関連等施設の管理者に対し、安全確保の留意

点の周知するとともに、安全確保対策の実施を要請

○府が管理する生活関連等施設等について、警戒を強化する等の安全の確保

第６章 物資及び資材の備蓄、整備(34～35頁)

○食料や毛布など救援に必要な物資や資材の備蓄については、原則として防災のための備

蓄と相互に兼ねて整備

○府は、国民保護措置の実施のため特に必要となる化学防護服などの資機材や特殊な医薬

品等について、国の備蓄の状況等を踏まえ、調達体制を整備し、必要に応じ府において

備蓄するともに、市町村、近隣府県、企業などとの相互融通に努力

（※例：天然痘ワクチン、安定ヨウ素剤等は、国が基本的に整備）

第７章 国民保護に関する研修及び訓練、啓発(36～38頁)

○府職員の危機管理能力の向上に資する研修の実施

○防災訓練との有機的な連携を図りながら、国・市町村・関係機関と共同して、国民保護

措置に関する訓練の実施
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○国、市町村等と連携を図り、国民保護の意義や仕組み、武力攻撃事態等において住民が

とるべき行動等について、啓発等を実施

整備(39～41頁)第８章 要配慮者等への支援体制の
※平成17年３月に国が作成した「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」及び地域

防災計画を踏まえ作成

○要配慮者に対する支援

・防災行政無線を活用し市町村へ迅速な情報伝達を図るとともに、放送事業者との協

力関係の構築やＩＴを活用した情報伝達システムを構築し、市町村を支援

・市町村と連携して、社会福祉施設等に緊急入所ができる体制の確立や要配慮者の特

性に配慮した避難所運営や福祉避難所の設置整備に努力

・市町村は、自主防災組織や社会福祉協議会など福祉関係機関・団体等と連携して、

要配慮者に係る所在の把握、情報伝達、避難計画の策定などに努力

○日本語の不自由な外国人に対する支援

・市町村とともに、府国際センターをはじめとする国際関係団体、大学、在外公館等

との連携を強化し、地域全体で外国人を支援する体制の構築に努力

・警報などの情報の多言語化の促進や外国語放送を実施している放送事業者へ放送の

要請など情報伝達体制の構築、言語・生活習慣の異なる外国人に配慮した避難所の

運営に努力

保護(42頁)第９章 観光旅行者等の

○観光旅行者等に対し、的確かつ迅速に情報を伝達できるよう、市町村と連携し、観光

関係団体等を通じた宿泊施設等からの情報伝達体制及び公共交通機関やコンビニエンス

ストア等からの情報伝達体制の整備に努力

○市町村と連携して、帰宅困難な旅行者に対する相談窓口や帰宅支援活動について検討

するとともに、一時的な滞在場所の確保等について国等と連携して検討・協議
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第３編 武力攻撃事態等への対処

第１章 実施体制の確立（43～52頁）

第１ 事態認定前における初動体制

情報連絡体制

○体制設置の基準

・府内における武力攻撃の兆候の通報があった場合

・他府県での武力攻撃災害と疑われる事案の発生などを把握した場合

○体 制

危機管理監をトップに、危機管理調整会議委員等（各部局次長、総務主幹等 、企画）

理事付職員、関係課職員が参集

○役 割

・事案の概要の知事への報告

・府危機管理調整会議を開催し 「情報の収集・分析 「府民への広報や報道対応」、 」

「必要な初動措置」に関することを協議・検討

・京都府危機管理関係機関連絡会議構成機関などとの連絡調整

・収集・整理した情報を適宜、知事に報告し、必要に応じ指示を仰ぐ。

緊急事態連絡室の設置

○体制設置の基準

・府内において武力攻撃災害と疑われる事案の発生を把握した場合

・近隣府県で武力攻撃災害と疑われる事案が発生し、避難住民の受入などの準備を行

う必要がある場合

○体 制 府緊急事態連絡室の構成

室 長（知 事）
府内消防本部

参 集 室 員
副知事、出納長、教育長、府 海 上 保 安 庁

迅速な情報収警本部長、危機管理監、総務
部長 保健福祉部長 防災監 自 衛 隊、 、 、 集・分析
その他必要と認める職員

その他関係機関
事 務 局

企画理事付職員、企画理事付
必要に応じ連非常時専任職員、関係課職員
絡員等の派遣

を要請
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○役 割

・府緊急事態連絡室の設置等について、消防庁を経由して国に連絡

・国、府警察、消防、海上保安庁、自衛隊等の関係機関を通じた情報収集及び国、市

町村、指定公共機関、指定地方公共機関等の関係機関に対する情報提供

、 、・関係機関により講じられる災害対策基本法等に基づく避難の指示 警戒区域の設定

救急救助等の応急措置の情報を収集・分析し、被害を最小化

・国や他の都道府県に対する支援要請

○府緊急事態連絡室を設置した後に、国において事態認定が行われ、知事に対し、国民

保護対策本部を設置すべき指定の通知があった場合、直ちに府国民保護対策本部を設

置して、新たな体制に移行するとともに、府緊急事態連絡室を廃止

第２ 事態認定後の体制

府国民保護対策本部の設置

○体制設置の基準

・国から国民保護対策本部の設置の通知を受けた場合

・災害対策本部を準用し、被害の状況に応じ、職員を動員

○体 制

本 部 長 副本部長 本 部 員
知 事 副知事、出納長

教育長、警察本部長、危機管理
監、知事室長、職員長、総務部
長、企画環境部長、府民労働部

事務局長：危機管理監 長、保健福祉部長、商工部長、
農林水産部長、土木建築部長、事

統括班、対策班、情報班、通信班、 出納管理局長、企業局長、議会
、 、務 広報班、庶務班 事務局長 人事委員会事務局長

監査委員事務局長、防災監
企画理事付職員（兼務含む 、企画理事付非常局 ）

時専任職員、関係課職員、緊急時指定職員

、 、 、 （ ）国 自衛隊 指定公共機関 指定地方公共機関の職員 本部長が必要と認める者

○府対策本部に危機管理監を事務局長とした事務局の設置及び班の設置、機能について

記載

○必要に応じ、現地対策本部や各府広域振興局管内ごとの府対策支部を設置
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○役 割

対策本部会議において以下の事項を協議・調整し、国民保護措置を総合的に実施

・国民保護措置の実施に関すること

・市町村、指定公共機関等への応援に関すること

・国、他府県への応援の要請に関すること
・被災状況や国民保護措置の実施状況などの情報の収集・伝達に関すること
・その他重要な国民保護措置に関すること

府の区域における国民保護措置を総合的に推進するため府対策本部長の権限を一覧表で○

記載

第２章 関係機関相互の連携（53～58頁）

○国民保護措置を的確かつ迅速に実施するために、

・国の対策本部との連携

・指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長等への措置要請

・自衛隊の部隊等の派遣要請等

・都道府県間の応援、事務の委託

・指定公共機関、指定地方公共機関との連携

・指定行政機関の長等に対する職員の派遣要請

・市町村に対する応援等

・ボランティア団体等に対する支援等

・府内の様々な団体、機関への協力要請

等、相互の連携を円滑に進めるための事項を記載
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第３章 警報及び避難の指示等（59～76頁）

第１ 警報の通知及び伝達

警報の通知の主な流れ

警報の伝達警報の通知 警報の通知

国 知 事 市町村長 住

消 警報の通知対
策 多数の者が利用する施設防 府の他の執行機関

本 民庁 府警察

部 指定地方公共機関

放 送長 放送事業者
等

その他関係機関

○国の対策本部から発令された警報についての、市町村などの関係機関への通知及び府民

への伝達の手順を記載

、 、 、 、特に 学校 病院 駅その他多数の者が利用する施設への情報伝達及び各種広報媒体

防災・防犯情報メール配信システムの活用などにより、府民への的確かつ迅速な情報の

伝達に努力

第２ 緊急通報の発令

緊急通報の流れ

緊急通報の通知 緊急通報の伝達

知 市町村長 住

府の他の執行機関

民府警察

関係指定(地方)公共機関
等放送事業者 放送

事
その他関係機関

報告

国の対策本部長

○国の警報の発令がない場合においても、武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しよう

、 、としている場合においては 府は武力攻撃災害の兆候等の情報や事態の緊急性を考慮し

警察や市町村の意見を踏まえ「緊急通報」を発令。また、緊急通報に係る関係機関への

通知、府民への伝達手順を記述
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第３ 避難の指示等

避難の指示の流れ
避難措置の指示

避難の指示避難措置の指示 避難の指示

国 知 事 市町村長消

住防 報告

庁対
避難の指示府の他の執行機関

府 警 察策
指定地方公共機関 民

本 放送事業者 放送

部 関係指定公共機関
等

長 その他関係機関

避難施設管理者

避難の指示の事務の流れを以下のとおり時系列で記載

○避難措置の指示の関係機関への通知

○避難の指示に際しての調整（関係機関との協議、避難が必要な地域の拡大設定、避難に

おける交通手段の設定など）

※住民避難の交通手段として、原則、徒歩、公共交通機関とするが、地理的条件や事

態の状況などを考慮し、府警察と協議した上で、自家用車を交通手段として示す旨

明記

○指示の内容の決定（要避難地域、避難先地域、住民の避難に関して関係機関が講ずべき

事項、主な避難経路、避難のための交通手段）

○府域を越えた避難の場合の調整

○避難に当たっての配慮事項として 「大都市における住民の避難 「自衛隊施設周辺地域、 」

における住民の避難 「動物の保護等」を記載」

、 、○国が示す武力攻撃事態 ＮＢＣ攻撃及び緊急対処事態の避難における特徴等については

一覧表で整理

○避難住民を誘導するため、市町村が作成する「避難実施要領」についての留意事項
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○府の避難住民の誘導の支援等として、以下の各項目ごとに支援の内容を記載

・市町村の避難実施要領策定の支援

・市町村による避難誘導の状況の把握

・市町村による避難住民の誘導の支援や補助

・広域的見地からの市町村の要請の調整

・市町村への避難誘導に関する指示

・国及び他の地方公共団体への支援要請

・内閣総理大臣の是正措置に係る対応

・輸送手段の確保 ※府の輸送手段の確保における役割等を明記

・指定公共機関及び指定地方公共機関による運送の実施

・避難住民の誘導への協力

○病院、福祉施設等自ら避難することが困難な者が在所する施設の管理者による、車椅子

等による移動の補助など、円滑な避難を実施するための必要な措置の要請

○避難の指示の解除及び住民復帰のための措置

「 」○避難住民の誘導を円滑に実施するための手順等詳細について 避難誘導支援マニュアル

を策定
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第４章 救援（77～86頁）

救援イメージ図

○救援の実施については、国の対策本部長からの救援の指示を受けたとき、又は当該指示

を待ついとまがないときに、関係機関の協力を得て、救援を実施

○関係機関との連携について 「国への要請等 「他の都道府県知事に対する応援の求め」、 」

市町村との連携 日本赤十字社京都府支部との連携 緊急物資の運送の求め等 避「 」「 」「 」「

難住民等への協力要請」の各項目ごとに記載

○「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律による救援の程度及び

方法の基準(厚生労働省告示 」に基づき、府が実施する避難所や応急仮設住宅の供与や）

医療の提供などの救援の内容や主な留意点について記載

京都府

国

応援要請

他の都道府県市町村

日本赤十字社
（京都府支部）

医療の実施の要請等

物資の売渡し要請等

避難住民等

・収容施設の供与

・食品・飲料水及び生活必需品等
の給与又は貸与等

・医療の提供及び助産

・住宅の応急修理

・学用品の給与

・死体の捜索及び処理

・埋葬及び火葬

・通信設備の提供

・土石、竹木等の除去

支援救援の指示

応援

協力
委託

委任（法定受託事務）

補助

救援の

実施

救援の

実施

救援の

実施

・被災者の捜索及び救出

支援支援支援
要請

　　救　援　の　内　容
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○救援を実施するに際して、要配慮者及び言語、生活習慣の異なる外国人への配慮につい

て記載

○応急救護用医薬品、医療資機材等については、防災のために備蓄しているものを活用す

るとともに、府立病院における医療の実施及び府内医療機関に対する医療活動の協力要

請等、医療の確保に努力

○医療の実施や救援の際の物資の売渡しを関係者等に要請するに当たり、正当な理由なく

応じない場合について、緊急の必要があり、やむを得ない場合のみ、医療の指示や収用

等を実施できる旨記載

第５章 安否情報の収集・提供（87～89頁）

○安否情報の収集及び提供の実施に当たっては、その緊急性や必要性を考慮し行うものと

し、安否情報の収集、整理及び報告並びに照会への回答については、個人情報の保護及

び報道の自由に十分に配慮し、実施

○安否情報についての収集、整理方法、総務大臣に対する報告、安否情報の照会に対する

回答方法を記載

○外国人の安否情報について、日本赤十字社京都支部に対し個人の情報の保護に配慮しつ

つ提供

○「ＮＴＴ災害用伝言ダイヤル」や「被災者情報登録検索システムＩＡＡ」など災害時の

安否情報の伝言システム等の活用

第６章 武力攻撃災害への対処（90～103頁）

第１ 武力攻撃災害への対処

国全体の方針に基づき、所要の指示があったときは、当該指示の内容に沿って、必要な

措置を講じるほか、府自らの判断により、武力攻撃災害への対処のために必要な措置を実

施

○武力攻撃災害の兆候を把握した場合、適時に、国の対策本部、府危機管理対策関係機関

連絡会議の構成機関をはじめとする関係機関に伝達

○生活関連等施設の安全確保のため 「施設の安全確保の措置状況の把握 「府が管理する、 」

施設の安全確保 「府警察の支援 「立入制限区域の指定の要請 「国の対策本部との緊」 」 」

密な連携 「国の方針に基づく措置の実施」の各項目に分けて記載」
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○危険物質等の保管場所が武力攻撃等を受けた場合、周囲に甚大な被害をもたらすこと

から、当該取扱所に対する警備強化の求めや使用停止又は制限、危険物質等の製造、

引き渡し等の禁止等の措置ができる旨記載

第２ 応急措置等
武力攻撃災害から住民の生命、身体等に対する危険を防止するため、以下の応急の措

置を記載

「 」（ ）「 」 、○ 退避の指示 目前の危険を逃れるための一時的な避難 警戒区域の設定 について

府、市町村、警察等の主体ごとの実施手順等を記載

○武力攻撃災害への対処を実施するに当たり、緊急の必要があると認めるときは、物件の

一時使用や除去などの応急公用負担を実施できる旨記載

○知事及び消防庁長官からの消防に対する指示への対応等について記載

○消火、救急、救助活動のため緊急の必要があるときは、安全の確保に十分配慮し、住民

に協力を要請する旨記載

○退避の指示、警戒区域の設定、応急公用負担を円滑に実施するため、手順等詳細につい

てのマニュアルを策定

第３ 武力攻撃原子力災害への対処
関西電力高浜原子力発電所が武力攻撃災害を受けた場合の対処については、原則とし

て地域防災計画（原子力発電所防災計画編）等に準じた措置を講ずる旨記載

○生活関連等施設に関する措置及び危険物質等の取扱所に関する措置として、以下の項目

ごとに記載

・放射性物質等の放出又は放出のおそれに関する通報及び公示等

・武力攻撃原子力災害合同対策協議会との連携

・モニタリングの実施

・住民の避難等の措置

・国への措置命令の要請等

・安定ヨウ素剤の配布

・食料品等による被ばくの防止

・要員の安全の確保。

第４ ＮＢＣ攻撃による災害への対処
○ＮＢＣ攻撃による災害への対処は、国による基本的な方針を踏まえた対応を基本とする

が、府の対処の現場における初動的な応急措置について、以下の項目ごと記載
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・応急措置の実施

・国の方針に基づく措置の実施

・関係機関との連携

・汚染原因に応じた対応

・知事及び府警察本部長の措置、手続

○ＮＢＣ攻撃による災害等に対処するため、マニュアルの策定、既存のマニュアルの改訂

第７章 被災情報の収集及び報告（104～105頁）

○国、府、市町村が相互に被災情報を共有し、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するた

め、府の被災情報の収集及び報告について、火災・災害時即報要領に基づき実施する旨

記載

第８章 保健衛生の確保及び廃棄物の処理（106～108頁）

○避難先地域における避難住民等についての状況を把握し、その状況に応じて、府地域防

災計画に準じて保健衛生を確保

○廃棄物の処理については、府地域防災計画に準じて 「震災廃棄物対策指針」等を参考、

としつつ、廃棄物処理体制の整備を支援

第９章 文化財の保護（109～110頁）
府は関係機関等と連携・協力して、京都が有する世界遺産をはじめとする多数の文化

財（国指定の 及び府指定・登録文化財等）を守るための必要な措置を実施重要文化財等

○平素における文化財の所有者・管理団体等との連携の強化

○文化財の被災情報を速やかに市町村、文化財管理団体及び所有者等へ連絡。これらの

機関・団体等は連携し、必要な措置を実施

○武力攻撃災害により被災した文化財の保護の措置について記載

○「重要文化財に関する命令又は勧告の告知等 「国宝等の被害を防止するための措置」、

の施行」などの特例措置を記載

第１０章 生活の安定に関する措置（111～114頁）

○物価の安定や生活関連物資等の適切な供給等に必要な以下の措置を実施
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・生活関連物資等の価格の調査・監視等

・ 買占め等防止法 「国民生活安定緊急措置法 「物価統制令」に係る措置「 」 」

○避難住民等の生活安定等を図るため、以下の項目の措置を必要に応じ実施

・被災児童生徒等に対する教育

・公的徴収金の減免等

・就労状況の把握と雇用の確保

・生活再建資金の融資等

・心の健康対策

・風評被害の防止・軽減

○府及び指定地方公共機関による生活基盤等の確保について記載

第１１章 交通規制（115～116頁）

○武力攻撃事態等において、住民の避難、緊急物資の運送その他の措置を実施するために

必要な交通規制に関する事項を記載

第１２章 赤十字標章等及び特殊標章等の交付及び管理（117～118頁）

○ジュネーヴ諸条約及び第一追加議定書に規定する赤十字標章等及び特殊標章等の交付及

び管理に関する事項を定め、また、啓発に努めることを記載
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第４編 復旧等

第１章 応急の復旧（119～120頁）

○府が管理する施設及び設備について、武力攻撃災害による被害が生じたときは、一時的

な修繕や補修など応急の復旧のための必要な措置を実施。また、国に対し、必要な応援

を要請

○ライフライン事業者である市町村及び指定地方公共機関から応急の復旧のための支援の

要請があった場合には、所要の措置を実施し、ライフライン施設の応急の復旧を実施

○府対策本部長は、広域的な避難住民の運送等を行うため優先的に確保すべき輸送路につ

いて、応急の復旧のための措置が講じられるよう、必要に応じ総合調整を実施するとと

もに、府管理の道路、港湾施設の復旧を実施

第２章 本格復旧（121頁）

○武力攻撃災害が発生したときは、国において財政上の措置その他本格的な復旧に向けた

所要の法制が整備され、国全体としての方向性が決定されることから、府は、武力攻撃

災害の復旧について、国が示す方針にしたがって実施

第３章 国民保護措置に要した費用の支弁等（122～123頁）

○国民保護法の規定に基づき、必要な損失補償、実費弁償、損害補償及び損失の補てんを

実施

○国民保護措置の実施に要した費用で府が支弁したものについては、国民保護法の規定に

より原則として国が負担することとされていることから、国が定めるところにより、国

に対し負担金の請求

○国民保護措置に要した費用の支弁等に関する手順等について、別途マニュアルを策定
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第５編 緊急対処事態への対処（125頁）

※「緊急対処事態」とは、武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多数の人を殺傷する行為

が発生した事態又は当該行為が発生する明白な危険が切迫していると認められるに至っ

た事態とされ、大規模なテロを想定

○緊急対処事態への対処については、警報の通知及び伝達を除き、武力攻撃事態等への対

処に準じて実施

○緊急対処事態と通常のテロは、発生当初においては、区別が困難なことも想定され、府

は、切れ目のない対応が実施できるよう、重大テロ対処マニュアルの改訂
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